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１．事業を巡る社会情勢等の変化（流域の概要、地域開発の状況）

1

■霞ヶ浦は茨城県南東部に位置し、湖面積約220㎢、流域面積2,157㎢の一級河川である。

■流域人口は92万人で減少傾向にある一方で市街化は継続している。

■湖周辺は、水郷筑波国定公園に指定され、豊かな自然環境や景観を有している。

■農業が盛んな地域であるとともに、筑波研究学園都市や鹿島臨海工業地帯が立地し、ＪＲ常磐線、ＪＲ鹿島線、つくばエクスプレス線、常磐自動車

道、首都圏中央連絡自動車道、東関東自動車道などの基幹交通が整備されている。

湖面積 ：約 220 km2 （国内第2位）

流域面積 ：2,157 km2

（茨城県全体の約35%）

流域人口 ：約 92万人（令和6年度）

流域内自治体：茨城, 千葉, 栃木の３県

（24市町村）

霞ヶ浦流域の地形特性

■北西部には標高500～600mの穏やかな筑波山地、また、南部か

ら利根川に向かっては沖積平野が広がる。

■霞ヶ浦は海側での砂州の発達や、地盤隆起と沈降、流出土砂に

よる湾口の閉塞で、海から切り離された海跡湖であり、長い時

代を経て現在の形状へと変化した。

霞ヶ浦の諸元
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出典：茨城県・千葉県・栃木県HP 統計年鑑を基に整理

霞ヶ浦流域の土地利用状況

■流域の54.9％は農地、25.8％は山林、19.4％は市街地

■人口減少が進む一方で市街化は継続している。

霞ヶ浦流域内の人口の推移

■霞ヶ浦の流域内人口は、鉄道沿線を中心に市街地人

口が増加したことで、平成22年に約98万人となった。

現在はやや減少傾向にあり、令和6年は約92万人。
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１．事業を巡る社会情勢等の変化（過去の災害実績）

・前線降雨による水位上昇後、台風により
関東地方に300mmの降雨。

・利根川本川の洪水が霞ヶ浦に逆流し、水
位はY.P.+2.90mに達した。

浸水状況【土浦市内】

昭和13年6,7月洪水（前線、台風） 既往最高水位

・前線による降雨、台風による降雨で総雨量は600mmに。

・水位は既往最高のY.P.+3.34mを記録。

浸水状況【土浦市内】

平成3年10月洪水（台風第21号） 戦後最高水位

・流域平均330mmの雨量となり、戦後最高水位となるY.P.+2.50mを記録。

 

前川の内水被害状況【潮来市】

外浪逆浦右岸・波浪による侵食【香取市】

昭和16年7月洪水（前線、台風第8号）

浸水状況【横利根川】

令和元年9月洪水（台風第15号）

・台風第15号で既往最大風速となる35.3m/sを観測。(水位はY.P+1.45m)

・護岸や離岸堤、光ケーブルなど管内で8箇所の被災。

位置図

鰐川 【潮来市米島地先】

平成28年8月洪水（台風9号）

常陸利根川（外浪逆浦）左岸4.45k付近

【河岸侵食】

・降雨は90mmと少なく、水位
はY.P+1.76mであったが、強風
（28.9m/s）により波浪被害が
発生。① ②

③

④
⑤ ⑦ ⑧

⑥

常陸利根川（常陸川）【神栖市日川地先】

洪水発生年 原因 最高風速 被害状況

昭和13年6月
昭和13年7月

前線
台風

-
浸水家屋：81,739戸
 浸水面積：17,600ha

昭和16年7月
前線

台風第8号
-

浸水家屋：約4,300戸
 浸水面積：15,900ha

平成3年10月 台風第21号 18.1m/sec
床上浸水：5戸
 床下浸水：267戸
 法崩れ等：26箇所

平成16年10月 台風第22号
24.8m/sec

床上浸水：1戸
 床下浸水：31戸
 法崩れ等：12箇所

平成25年10月 台風第26号
22.5m/sec
(土浦)

床上浸水：51戸
 床下浸水：79戸
 全半壊：1戸

平成28年8月 台風第9号
28.9m/sec
(波崎)

河岸侵食：常陸利根川（外浪逆浦）
護岸被災:霞ヶ浦（西浦）
消波施設破損：霞ヶ浦（西浦）
洗堀：霞ヶ浦（西浦）

令和元年9月 台風第15号
35.3m/sec
(麻生沖)

 護岸被災
：霞ヶ浦（西浦）・鰐川・
常陸利根川（常陸川）【7箇所】

光ケーブル破断
:常陸利根川（北利根川）【1箇所】

位置図

⑧

①③

②

④

⑤

⑥ ⑦
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１．事業を巡る社会情勢等の変化（治水計画の経緯）

■昭和13年6,7月及び昭和16年7月の洪水被害を受け、昭和24年に「利根川改修改訂計画」を策定し河川改修に着手した。

■昭和38年には、利根川からの洪水の逆流防止と塩害防止を目的として、利根川本川との合流点に常陸川水門が完成した。

■昭和55年に利根川水系工事実施基本計画を策定した。

■平成9年の河川法改正を受け、平成18年に利根川水系河川整備基本方針を策定した。

■平成28年2月に利根川水系霞ヶ浦河川整備計画（大臣管理区間）を策定した。

■令和6年7月に利根川水系河川整備基本方針を変更した。

河川改修の経緯

昭和13年 6、7月 前線、台風による被災

昭和16年 7月 前線、台風第8号による被災          

平成3年10月 台風第21号による被災            

平成16年10月 台風第22号による被災

昭和24年2月 利根川改修改訂計画
湖面水位のHWL Y.P.+2.85m 平成18年 2月 利根川水系河川整備基本方針

湖面水位のHWL Y.P.+2.85m
■洪水時の湖面水位の上昇を抑制、沿岸地域の冠水被害を防除、
低地地域における洪水の氾濫防止の諸対策の実施
■常陸利根川の河道掘削による河積の確保
■湖岸堤防の拡築と堤防強化、洪水位低下対策の実施

昭和55年12月 利根川水系工事実施基本計画
湖面水位のHWL Y.P.+2.85m

■常陸利根川において、引堤、堤防の拡築、浚渫及び護岸の実施
■霞ヶ浦、北浦、外浪逆浦においては、湖岸堤の築堤等の実施

昭和23年  8月 旧河川法により、常陸利根川（一部除く）が法河川に指定

昭和38年 5月 常陸川水門 竣工

平成8年 3月 霞ヶ浦開発事業 完了

昭和33年 9月 台風第22号による被災

昭和46年 9月 台風第23・25号による被災

昭和43年 3月 霞ヶ浦開発事業 着工 平成25年10月 台風第26号による被災

昭和40年 3月 現行河川法により、常陸利根川、横利根川、
霞ヶ浦(西浦)、鰐川、北浦が1級河川に指定

平成28年 2月 利根川水系霞ヶ浦河川整備計画
平成３年10月洪水規模の災害の発生の防止又は軽減

平成9年 6月 河川法改正

昭和39年 7月 新河川法制定

平成25年 6月 河川法改正

平成28年 8月 台風第9号による被災

令和元年 9月 台風第15号による被災

令和6年 ７月 利根川水系河川整備基本方針 変更
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１．事業を巡る社会情勢等の変化（被害発生時の影響、災害発生の危険度）

■霞ヶ浦では、阿見町青宿地区(西浦)、潮来市釜谷地区(北浦)の２箇所の無堤区

間以外は、概ね計画断面を満足している。

 一方、台風接近時などは比較的水位の低い段階から高波浪が発生し、堤防が侵

食される被害が発生し、十分な安全性を確保できている状況ではない。

令和元年9月台風第15号による波浪の状況無堤部の状況（北浦右岸釜谷地区）

■霞ヶ浦の堤防は、干拓事業で湖沼を締め切るために設置された堤防などを

拡幅・嵩上げした箇所があり、整備された時期や区間によって築堤材料や施

工法が異なり、堤体の強度が不均一である。また、堤防の基礎地盤は、河川

の作用によって形成された地盤であり、極めて複雑なため、浸透に対する安全

性の不足する箇所については必要に応じ対策を実施する。

【堤防の浸透に対する安全性】          令和8年3月現在

河川名
点検対象
区間A(㎞)

Aのうち浸透対策が
必要な区間B(㎞)

割合
B/A

常陸利根川 45.0 11.6 25.8%

■計画規模を上回る洪水が発生した場合、大規模地震による津波が発生し

た場合には、壊滅的な被害が発生するおそれがあるため、被害を軽減するた

めの対策として、水防拠点や河川情報伝達システムの整備等のハード対策、

浸水想定区域図の公表とこれに伴う関係する地方公共団体のハザードマッ

プ作成支援等のソフト対策を推進している。

【堤防の整備状況】          令和8年3月現在

河川名※１ 計画断面※２ 断面不足※３ 不必要※４ 合計※５

（㎞） （㎞） （㎞） （㎞）

常陸利根川 52.1 2.7 12.3 67.1 

霞ヶ浦（西浦） 107.0 14.4 0.0 121.4 

鰐川 8.9 1.7 0.0 10.6 

北浦 45.7 18.2 0.0 63.9 

合計 213.7 37.0 12.3 263.1 

※ ：常陸利根川は支派川の大臣管理区間を含む。

※１：霞ヶ浦（西浦）、鰐川、北浦の全域及び常陸利根川（外浪逆浦）は湖岸堤。

※２：標準的な堤防の断面形状を満足している区間。

※３：標準的な堤防形状に対して高さ又は幅が不足している区間。

（東北地方太平洋沖地震に伴う広域地盤沈下により堤防高に一部不足が生じている区間を含む。）

※４：掘込み等により堤防の不必要な区間。

※５：四捨五入の関係で、合計と一致しない場合がある。
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１．事業を巡る社会情勢等の変化（地域の協力体制） 

■霞ヶ浦流域大規模氾濫に関する減災対策協議会

平成２７年９月関東・東北豪雨災害により大規模な浸水被害が発生したことを踏まえ、河川管理者、県、市町村等が減災のための目標を共有し、ハ
ード・ソフト対策を一体的かつ計画的に推進することにより、霞ヶ浦流域における堤防決壊等に伴う大規模な浸水被害に備えることを目的とした「霞ヶ
浦流域大規模氾濫に関する減災対策協議会」を平成２８年５月３０日に設立した。

■霞ヶ浦流域治水協議会

令和元年東日本台風をはじめとした近年の激甚な水害や、気候変動による水害の激甚化・頻発化に備え、霞ヶ浦流域において、あらゆる関係者が
協働して流域全体で水害を軽減させる治水対策、「流域治水」を計画的に推進するための協議・情報共有を行うことを目的とし、令和2年8月6日に設
立した。

■霞ヶ浦自然再生協議会

かつての霞ヶ浦湾奥部の湖岸は、湿地や植生帯など多様な自然環境が連続してみられたが、現状では、湖岸の自然環境や多様性は大きく損なわ
れている。このため、「霞ヶ浦自然再生協議会」は、霞ヶ浦湾奥部 田村・沖宿戸崎地区において、湖岸におけるかつての多様な自然環境を再生する
と共に、茨城県霞ヶ浦環境科学センターと連携した環境学習の場として活用することを目的として発足した。また、平成15年1月1日に施工された自然
再生推進法の趣旨に基づき、湖岸環境の再生を図ることも意図している。平成16年10月31日に設立した。

※R8.5.20_霞ヶ浦流域治水協議会 ※R7.2.26_霞ヶ浦自然再生協議会※R8.5.20_霞ヶ浦流域  大規模氾濫に関する減災対策協議会
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１．事業を巡る社会情勢等の変化（地域の協力体制） 

【治水対策の推進に関する要望】
○霞ヶ浦・北浦の波浪対策の強力な促進
○無堤部解消・堤防強化の促進
○河川防災ステーション、水防拠点施設の整備促進 等

【水質改善に関する要望】
○霞ヶ浦導水事業の整備促進
○北浦の水質改善の促進
〇湖内対策の実施 等

【水辺環境の創造に関する要望】
○湖岸植生の再生と保全の促進
○常陸川水門魚道の適正な運用の実施 等

【利用に関する要望】
○サイクリング走行環境の整備に関する支援
○親水拠点整備による利活用スペースの確保の促進
〇かわまちづくりの支援実施 等

【減災・危機管理対策に関する要望】
○流域治水プロジェクトの推進
〇第１次国土強靭化実施中期計画の着実な推進 等 霞ヶ浦流域治水協議会より

霞ヶ浦北浦治水利水環境促進同盟会 通常総会

◼霞ヶ浦北浦治水利水環境促進同盟会（霞ヶ浦・北浦沿岸の自治体の首長）により、霞ヶ浦の治水（流域治水プロジェクト、波浪対策、無堤部整備等）・利水（底

泥浚渫、グリーンインフラの整備等）について事業促進を求められる要望が毎年行われている。
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２．事業の進捗状況・事業の進捗の見込み（完了した整備及び現在整備中の主な箇所）

堤防整備
青宿地区

堤防整備
釜谷地区

光ケーブル
茨城県鉾田市鉾田～柏熊

光ケーブル・CCTV
高浜区間

23.3～36.5k 付近

水防拠点
大山地区

28.5k 付近

波浪対策 未実施
(実施中)

通信経路等の二重化

緊急復旧活動等の拠点

実施済堤防の整備

実施状況

凡 例

地震・津波遡上対策(施設の耐震対策）

施設耐震対策
常陸川水門

事業実施状況
（令和8年3月末時点）

常陸川水門魚道

【 事業の進捗状況 】

整備内容 整備延長 整備率

■堤防の整備 約0.5㎞ 30.0％

■波浪対策 約27.4㎞ 39.0％

■水防拠点 船着場を除き完成済

■通信経路等の
二重化

約28.7km 87.0％

■耐震対策等 対象施設：常陸川水門 0％

常陸利根川
（外浪逆浦）

【 実施中の主な整備 】
■堤防整備：青宿地区、釜谷地区(無堤防区間)
■波浪対策：外浪逆浦 賀地区
■減災対策：大山地区(水防拠点の整備)

光ケーブル・CCTV
常陸利根川(常陸川) 0.0～12.5k 付近
常陸利根川(外浪逆浦) 0.0～3.0k 付近

内 容
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２．事業の進捗状況・事業の進捗の見込み（完了した整備及び現在整備中の主な箇所） 

① 堤防整備 ② 波浪対策

（１）洪水、津波、高潮等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項

■２箇所の無堤区間（西浦：阿見町青宿地区、北浦：潮来市釜谷地
区）において整備を推進する。

■波浪による堤防侵食を防止するために、離岸堤や護岸整備を行う。

波浪状況 離岸堤による消波効果の事例

整備前 整備後

離岸堤の消波効果
により波高が低減

西浦（潮来市永山地先）の整備事例

整備前 整備後

西浦（阿見町青宿地区）の整備状況

8

整備中 整備中



２．事業の進捗状況・事業の進捗の見込み

（２）事業の見込み等
１）事業費増加要因

〇事業費の変化

事業費 ： 約３２４億円（令和3年度単価） → 約３６４億円（令和8年度単価）

工 期 ： 令和27年度

増要因
増額

（億円）

①社会的要因の変化によるもの ＋約３０億円 物価高騰による増

②現場条件の変更等によるもの ＋約１０億円 堤防構造の見直しに伴う対策費用等

合計（増額） ＋約４０億円

9



２．事業の進捗状況・事業の進捗の見込み

（２）事業の見込み等
２）事業費変更の内容①

①物価高騰による増・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約３０億円増

原材料費やエネルギーコストの高騰等に伴い、前回の再評価時（令和３年度）と比較し、労務費、資材単価など物価が上昇。

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

120.0

125.0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単
価

上
昇

率
（R

3
=1

0
0
）

建設工事費デフレーター（河川）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
建設工事費デフレーター

（河川） 100.0 104.6 108.0 113.4 116.6 120.4
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（２）事業の見込み等
２）事業費変更の内容②

当初堤防構造 変更後の堤防構造

河川用地 関係機関用地

河川用地 関係機関用地

4
5
K
50

4
5
K
25

4
4
K
75

4
5
K
00

4
5
K
75

茨城県稲敷郡阿見町

無堤部対策実施区間

： 堤防整備箇所

←

花
室
川

２．事業の進捗状況・事業の進捗の見込み

②堤防構造の見直しに伴う対策費用等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約１０億円増

■堤防整備（西浦：阿見町青宿地区）

・当初は、河川用地内において無堤区間の解消を目的とした特殊堤構造による整備を計画していたが、その後の現地状況及び地質調査を踏まえた詳
細な検討の結果、軟弱地盤上での安定性を確保するため、新たに基盤整備および軟弱地盤対策が必要となった。

・また、その後の関係機関との協議・調整により堤防整備に必要な用地の確保が可能となったことから、標準堤防構造による整備へ見直しを行った。
・以上より、当該区間の堤防整備にかかる事業費が約１０億円増額となった。

根固めブロック

堤防盛土
管理用通路特殊堤

11

※地質調査及び詳細検討の結果、基盤整備及び軟弱地盤対策が必要となった



２．事業の進捗状況・事業の進捗の見込み(当面の整備の予定)

堤防整備
青宿地区

堤防整備
釜谷地区

水防拠点
大山地区

施設耐震対策
常陸川水門

■氾濫域の資産の集積状況、土地利用の状況

等を総合的に勘案し、適正な本支川等のバラン
スを確保しつつ、段階的かつ着実に整備を進め
ていく。

■当面の治水対策は、無堤部箇所の解消を進
めるとともに、水防活動の拠点となる施設の整
備を進める。

また、台風等による強風によって頻発する波
浪被害に対して、氾濫被害が大きな地区から順
次、波浪対策を実施していく。

あわせて、老朽化の著しい常陸川水門につい
て、耐震等対策を進める。

光ケーブル
茨城県鉾田市鉾田～柏熊

波浪対策

通信経路等の二重化

緊急復旧活動等の拠点

上段：当面の7年間で整備
下段：概ね30年間で整備

堤防の整備

地震・津波遡上対策
(施設の耐震対策）

凡 例 【改 修】

常陸利根川
（外浪逆浦）

項目(改修) 当面7年間で整備する箇所 概ね30年間で整備する箇所

堤防整備 無堤防区間である青宿地区、釜谷地区におい
て、堤防整備を実施する。

－

波浪対策 高波浪を考慮し、護岸や離岸堤による波浪対
策を実施する。

高波浪を考慮し、護岸や離岸堤による波浪対
策を実施する。

危機管理
対策

CCTVカメラや光ケーブルを設置して、観測機
器、電源、通信経路等の二重化を図る。

CCTVカメラや光ケーブルを設置して、観測機
器、電源、通信経路等の二重化を図る。

減災対策 堤防の決壊等により氾濫が生じた場合等の被
害軽減を図る為、緊急復旧活動等の拠点の整
備を実施する。

堤防の決壊等により氾濫が生じた場合等の被
害軽減を図るため、緊急復旧活動等の拠点の
整備を実施する。

耐震対策 － 常陸川水門の河川管理施設において、耐震等
対策を実施する。 12



３．主たる施設の構造等に関する事業手法や事業計画、コスト縮減、代替案立案等の視点

■波浪対策において、建設発生土の有効活用を行い、コスト縮減を図る。

盛土の費用（購入）
2,020円/m3

近傍の公共事業及び民間事業からの建設発生土を盛土材として活用することにより、コスト縮減を図っています。

＜効果＞
盛土材料費の縮減

縮減前

盛土の費用（運搬等）
930円/m3

縮減後

購入土で施工した場合

約2,200万円（諸経費込み）

建設発生土を活用した場合

約700万円（諸経費込み）

波浪対策において約1,500万円のコスト縮減

■霞ヶ浦河川整備計画は、地形的な制約条件、地域社会への影響、実現性及び経済性等を踏まえ、有識者や地域住民の意見を伺い、
策定したものであり、現計画が最も効率的と判断している。

盛土量（運搬等）
６，２２０m3
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●氾濫計算
計画規模の洪水及び発生確率が異なる水位規模

で対象氾濫ブロックごとに氾濫計算を実施
・整備期間：平成28年～令和27年（概ね30年）
・河道条件：平成28年度河道
・対象波形：平成3年10月洪水
・対象規模※： 1/15、1/20、1/25、1/30、 1/40、

 1/60、1/100

※確率規模別雨量に気候変動により予測される将
来の降雨変化倍率を考慮した外力を設定

●被害軽減額
事業を実施しない場合（現況）と事業を実施した

場合の差分（堤防の質的整備の算定手法も適用）

●年平均被害軽減期待額

被害軽減額に洪水の生起確率を乗じた流量規模
別年平均被害軽減額を累計することにより算出

流量規模別に氾濫ブロック内の被害額を算出

●直接被害
・一般資産被害（家屋、家庭用品、事業所資産等）
・農作物被害
・公共土木施設被害

●間接被害
・営業停止損失
・家庭における応急対策費用
・事業所における応急対策費用
・国・地方公共団体における応急対策費用

事業期間に加え、事業完了後50年間を評価対
象期間として、年平均被害軽減期待額に残存
価値を加えて総便益（B）とする

※便益は年4％の社会的割引率を考慮して現在価
値化している。

想定氾濫区域の設定

想定被害額の算出

年平均被害軽減期待額

総便益（B）の算出

総便益（B）

総費用（C）の算出

総費用（C）

費用対効果（B/C）の算出

※費用は年4％の社会的割引率及び
デフレーターを考慮して現在価値化
している。

総事業費（建設費）の算出

維持管理費の算出

残存価値の算出

事業期間内の維持管理費は、整備
により新たに発生する維持管理費
のみを計上する。
また、維持管理費は、事業実施後
には評価期間（50年間）にわたり支
出されるものとする。

事業費は、現在から概ね30年間の
整備内容を想定した事業費を対象。
また、現在から当面の段階的な整
備（5～7年程度）の事業費を対象。

４．事業の投資効果

（１）算出の流れ、方法

14



被害項目 算出方法と根拠 （治水経済調査マニュアル(案)より） 対象区域

直
接
被
害

一
般
資
産
被
害

家屋 被害額＝（延床面積）×（評価額）×（浸水深に応じた被害率）

洪水流の氾濫
区域に適用

家庭用品
被害額＝（世帯数）×（評価額(自動車以外)）×（浸水深に応じた被害率(自動車以外)）＋

（世帯数）×（評価額(自動車)）×（浸水深に応じた被害率(自動車)）

事業所償却・在庫資産 被害額＝（従業者数）×（評価額）×（浸水深に応じた被害率）

農漁家償却・在庫資産 被害額＝（農漁家戸数）×（評価額）×（浸水深に応じた被害率）

農作物被害 被害額＝（農作物資産額）×（浸水深及び浸水日数に応じた被害率）

公共土木施設等被害 被害額＝（一般資産被害額）×（一般資産被害額に対する被害比率）

間
接
被
害

営業停止損失 被害額＝（従業者数）×（(浸水深に応じた営業停止日数＋停滞日数)／2）×（付加価値額）

洪水流の氾濫
区域に適用

応
急
対
策
費
用

家庭における応急対策費用
(清掃労働対価)

清掃労働対価＝（世帯数）×（労働対価評価額）×（浸水深に応じた清掃延日数）

家庭における応急対策費用
(代替活動等に伴う支出増)

代替活動等に伴う支出増＝（世帯数）×（浸水深に応じた代替活動等支出負担単価）

事業所における応急対策費用 事業所における応急対策費用＝（事業所数）×（浸水深に応じた代替活動等支出負担単価）

国・地方公共団体における応急対
策費用（水害廃棄物の処理費用）

国・地方公共団体における応急対策費用＝
（家庭用品被害額）×（水害廃棄物処理費用の家庭用品被害額に対する比率）

・資産データ ：令和２年度国勢調査、令和３年度経済センサス、

 令和３年度国土数値情報、平成２２年度（財）日本建設情報総合センター

４．事業の投資効果

（２）被害額の算定方法
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４．事業の投資効果

●河川改修事業に関する総便益（Ｂ）
河川改修事業に係わる便益は、洪水氾濫区域における家屋、農作物、公共施設等に想定される被害に対して、年平均被害軽減期待

額を「治水経済調査マニュアル（案）」に基づき計上。

●河川改修事業に関する総費用（Ｃ）
河川改修事業に係わる建設費及び維持管理費を計上

●算定結果（費用便益比）
便益の現在価値化の合計+残存価値

建設費の現在価値化の合計+維持管理費の現在価値化の合計

概ね３０年間の事業に要する総費用（Ｃ）

④建設費 247.4億円

⑤維持管理費 6.1億円

⑥総費用（④＋⑤） 253.5億円

概ね３０年間の事業に対する総便益（B）

①被害軽減効果 764.9億円

②残存価値 11.0億円

③総便益（①＋②） 775.9億円

B/C ＝

＝3.1（全体事業：H28～R27) 、13.4(当面７年間：R9～R15）、4.9(残事業：R9～R27）

※ 社会的割引率（年4%）及びデフレーターを用いて現在価値化を行い費用を算定
※ 表示桁数の関係で費用対効果算定資料と一致しない場合がある。

当面７年間の事業に要する総費用（Ｃ）

④建設費 41.8億円

⑤維持管理費 0.4億円

⑥総費用（④＋⑤） 42.2億円

当面７年間の事業に対する総便益（B）

①被害軽減効果 563.0億円

②残存価値 3.6億円

③総便益（①＋②） 566.6億円

※ 社会的割引率（年4%）及びデフレーターを用いて現在価値化を行い費用を算定
※ 表示桁数の関係で費用対効果算定資料と一致しない場合がある。

残事業に対する総便益（B）

①被害軽減効果 661.0億円

②残存価値 7.3億円

③総便益（①＋②） 668.3億円

残事業に要する総費用（Ｃ）

④建設費 131.6億円

⑤維持管理費 6.0億円

⑥総費用（④＋⑤） 137.6億円

（３）費用対効果分析
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４．事業の投資効果

※1「水害の被害指標分析の手引」(H25試行版)に沿って実施したもの

「電力が停止する浸水深」の考え方
浸水により停電が発生する住宅等の移住者数を推計する。

・浸水深70cmでコンセント（床高50cm＋コンセント設置高20cm）に達し、屋内配線が停電する。
・浸水深100cm以上で、地上に設置された受変電設備（高圧で受電した電気の電圧を降下させ

る設備）及び地中線と接続された路上開閉器が浸水するため、集合住宅等の棟全体が停電
する場合がある。

・浸水深340cm以上で受変電設備等の浸水により、棟全体が停電とならない集合住宅において
は、浸水深に応じて階数毎に停電が発生する。

整備前 整備後

項目 被害

孤立者の発生
する面積

約4,800ha

最大孤立者数
（避難率40％）

約1,700人

「最大孤立者数」の考え方
氾濫とともに刻々と変化する孤立者数の最大数を推計する。

・氾濫による孤立者数を時系列に算出し、その最大値を抽出する。
・なお、避難が困難となる浸水深については、閾値を原則50cmとして設定する。ただし、災害時

要援護者についてはより低い浸水深で避難になると考えられるが、その詳細については明確
な基準がないため、現段階においては、子どもの避難が困難となる浸水深30cmを原則の閾値
として設定する。

概ね計画高水位規模の洪水における最大孤立者数

整備前 整備後

項目 被害

電力停止の影響を
受ける面積

約3,900ha

電力停止に
よる影響人口

約2,200人

概ね計画高水位規模の洪水における電力停止による影響人口

項目 被害

孤立者の発生
する面積

0ha

最大孤立者数
（避難率40％）

0人

項目 被害

電力停止の影響を
受ける面積

0ha

電力停止に
よる影響人口

0人

■概ね計画高水位規模の洪水において西浦右岸2.0km付近（×地点）で破堤した場合、最大孤立者数※3は約1,700人、電力の停止による
影響人口は約2,200人になると想定されますが、事業実施によりこれらの浸水被害を軽減します。

※2 最大孤立者数は、避難率を40％として算出

最大孤立者数（1/40確率規模） 電力の停止による影響人口（1/40確率規模）

にしうら

西浦

とねがわ

利根川

整備により被害は解消

にしうら

西浦

とねがわ

利根川

凡例（浸水深）

                70cm以上 100cm未満

100cm以上 340cm未満

340cm以上

（４）貨幣換算が困難な効果等による評価（事業の投資効果による評価）

イメージ図 イメージ図

凡例（浸水深）

30cm以上

× ×
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■再評価における県の意見は下記のとおりです。

関係県 再評価における意見

茨城県

常陸利根川（霞ヶ浦）では、これまでに洪水による被害に加え、湖面特有の強風に

よる波浪等による被害が発生しております。つきましては、流域の安全・安心を
確保する河川整備の早期完成を図るため、本事業の継続を希望します。

併せて、コスト縮減の徹底を強く求めるとともに、地元の意見に配慮しながら事業を

進めていただくようお願いいたします。

千葉県
常陸利根川直轄河川改修事業は、霞ヶ浦湖岸沿いの広範囲なエリアの洪水氾濫

の防止又は軽減を図るために必要な事業であり、事業の継続を要望します。
なお、事業の実施にあたっては、コスト縮減に十分配慮して進めていただきたい。

５．関連自治体等の意見
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６．今後の対応方針（原案）

（１)事業の必要性に関する視点（事業の投資効果）

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
常陸利根川（霞ヶ浦）流域は人口約92万人を抱え、JR常磐線や主要高速道路等が整備されている地域であり、
氾濫した場合には湖岸沿いの広範囲なエリアに影響が及ぶことが想定されます。また、流域人口は近年減少傾
向にあるものの市街化は継続しています。
このような流域の社会経済情勢等を踏まえ、常陸利根川直轄河川改修事業により、災害の発生の防止又は軽減
を図る必要があります。

②事業の投資効果

注）費用及び便益の合計値は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

令和８年度評価 B/C B(億円) C(億円) EIRR（％）

常陸利根川直轄河川改修事業 3.1 775.9 253.5 11.3

（２)事業の進捗状況・事業の進捗の見込みの視点
・無堤部対策、波浪対策等について、事業を着実に進めています。
・今後の実施の目途・進捗の見通しについては、特に大きな支障はありません。
・今後も事業実施にあたっては、社会情勢等の変化や物価高騰等に留意しつつ、関係機関および地元関係者等と
の調整を十分に行い実施します。

（３)主たる施設の構造等に関する事業手法や事業計画、コスト縮減、代替案立案等の視点
・建設発生土の有効活用によるコスト縮減に加え、BIM/CIMやICT施工等の技術を活用し、事業の効率的な推進に
努めます。

（４）今後の対応方針（原案）
 ・当該事業は、現段階においても、災害の発生の防止又は軽減を図る目的における事業の必要性は変わってお

らず、現行の整備計画に基づき、引き続き事業を継続することが妥当であると考える。
19
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